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第６章 介護保険料の設定 

１ 被保険者介護保険料 

（１）第１号被保険者保険料基準月額算定手順 

第１号被保険者の負担割合×23％

標準給付費  （３年間累計）

地域支援事業費（３年間累計）

事業費総額（３年間累計）

ア 第１号被保険者負担分相当額

・財政調整交付金差額 

(市町村間の保険料基準額の格差を調整する国の交付金)

・市町村特別給付費 

(介護給付・予防給付のほかに条例で定める保険給付等)

・保健福祉事業費 

(地域支援事業のほかに実施する市町村の独自事業) 

・財政安定化基金償還金 

(北海道が設置する基金からの借入に対する償還金) 

イ 保険料収納必要額

÷ 予定保険料収納率 98.3％(過去の収納率実績より推計) 

－ 準備基金取崩額、市町村相互財政安定化事業負担額 

÷ 所得段階別加入割合補正後の第１号被保険者数(３年間累計) 

÷ 12か月 

ウ 第１号被保険者保険料（月額基準額）

＋
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（２）第１号被保険者の介護保険料基準額の算出 

前ページ（１）の手順に沿って、第１号被保険者の介護保険料基準額（月額）を以下のと

おり定めます。 

■介護保険料基準額（月額）（単位：円） 

合計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

標準給付費見込額＝A～Eの合計 ① 40,568,510,528 13,061,947,351 13,384,746,315 14,121,816,862

総給付費 A 38,157,879,000 12,253,211,000 12,596,211,000 13,308,457,000 

特定入所者介護サービス費等給付額 

（財政影響額調整後） 
B 1,099,412,322 383,426,880 352,375,799 363,609,643 

高額介護サービス費等給付額 

（財政影響額調整後） 
C 1,152,880,046 374,120,456 383,410,047 395,349,543 

高額医療合算介護サービス費等給付額 D 123,962,000 40,080,000 41,298,000 42,584,000 

算定対象審査支払手数料 E 34,377,160 11,109,015 11,451,469 11,816,676 

地域支援事業費＝F～Gの合計 ② 2,508,511,922 818,891,980 834,221,526 855,398,416

介護予防・日常生活支援総合事業費 F 1,514,917,941 489,338,980 502,780,809 522,798,152 

包括的支援事業（地域包括支援センターの

運営）及び任意事業費 
G 776,724,266 257,622,000 259,097,905 260,004,361 

包括的支援事業（社会保障充実分） H 216,869,715 71,931,000 72,342,812 72,595,903 

第１号被保険者負担分相当額 

＝（①＋②）×23% 
③ 9,907,715,164 3,192,593,046 3,270,362,603 3,444,759,514

調整交付金相当額＝（①＋F）×5% ④ 2,104,171,423 677,564,317 694,376,356 732,230,751

調整交付金見込交付割合 I 4.25% 4.25% 4.45%

調整交付金見込額＝（①＋F）×I ⑤ 1,817,835,000 575,930,000 590,220,000 651,685,000

保健福祉事業費等 ⑥ 64,701,000 21,567,000 21,567,000 21,567,000

市町村相互財政安定化事業負担額 ⑦ 0

保険者機能強化推進交付金等の交付見込額 ⑧ 163,110,000

準備基金取崩額 ⑨ 119,177,000

保険料収納必要額 

＝③＋④－⑤＋⑥＋⑦－⑧－⑨ 
⑩ 9,976,465,587

予定保険料収納率 J 98.3%

所得段階別加入割合補正後被保険者数 K 143,421 47,569 47,843 48,010

保険料基準額（年額）＝⑩／J／K ⑪ 70,763

保険料基準額（月額）＝⑪／12  5,897
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（３）所得段階別の保険料の段階区分 

第８期では、第７期と同様、保険料の所得段階は12段階とし、それぞれの保険料額を以

下のとおり定めます。 

第８期介護保険事業計画（令和３～５年度）保険料基準額＝5,897 円(月額) 

所得段階 対象者 算定式 保険料(年額) 

第１段階 

生活保護、中国残留邦人等支援給付の受給者、又は、

世帯全員が市町村民税非課税で、本人が老齢福祉年金

を受給している方 
基準額×0.50 

（基準額×0.30） 

35,300円 

（21,200円） 
世帯全員が市町村民税非課税で、本人の課税年金収入

額とその他の合計所得金額の合計が80万円以下の方 

第２段階 

世帯全員が市町村民税非課税で、本人の課税年金収入

額とその他の合計所得金額の合計が 80 万円を超えて

120万円以下の方 

基準額×0.66 

（基準額×0.50） 

46,700円 

（35,300円） 

第３段階 
世帯全員が市町村民税非課税で、第１段階、第２段階

に該当しない方 

基準額×0.75 

（基準額×0.70） 

53,000円 

（49,500円） 

第４段階 

本人が市町村民税非課税（世帯に市町村民税課税者あ

り）で、本人の課税年金収入額とその他の合計所得金

額の合計が80万円以下の方 

基準額×0.90 63,600円 

第５段階 
本人が市町村民税非課税（世帯に市町村民税課税者あ

り）で、第４段階に該当しない方 
基準額×1.00 70,700円 

第６段階 

本人が市町村民税課税で、合計所得金額から租税特別

措置法に規定される長期譲渡所得及び短期譲渡所得

に係る特別控除を差し引いた額が120万円未満の方 

基準額×1.20 84,900円 

第７段階 

本人が市町村民税課税で、合計所得金額から租税特別

措置法に規定される長期譲渡所得及び短期譲渡所得

に係る特別控除を差し引いた額が120万円以上210万

円未満の方 

基準額×1.30 91,900円 

第８段階 

本人が市町村民税課税で、合計所得金額から租税特別

措置法に規定される長期譲渡所得及び短期譲渡所得

に係る特別控除を差し引いた額が210万円以上320万

円未満の方 

基準額×1.50 106,100円 

第９段階 

本人が市町村民税課税で、合計所得金額から租税特別

措置法に規定される長期譲渡所得及び短期譲渡所得

に係る特別控除を差し引いた額が320万円以上350万

円未満の方 

基準額×1.70 120,200円 

第 10段階 

本人が市町村民税課税で、合計所得金額から租税特別

措置法に規定される長期譲渡所得及び短期譲渡所得

に係る特別控除を差し引いた額が350万円以上500万

円未満の方 

基準額×1.90 134,400円 

第 11段階 

本人が市町村民税課税で、合計所得金額から租税特別

措置法に規定される長期譲渡所得及び短期譲渡所得

に係る特別控除を差し引いた額が500万円以上600万

円未満の方 

基準額×2.00 141,500円 

第 12段階 

本人が市町村民税課税で、合計所得金額から租税特別

措置法に規定される長期譲渡所得及び短期譲渡所得

に係る特別控除を差し引いた額が600万円以上の方 

基準額×2.10 148,600円 

※「その他の合計所得金額」は、合計所得金額から公的年金等の年金収入に係る所得（所得税法第 35

条第２項第１号に掲げる額）並びに租税特別措置法に規定される長期譲渡所得及び短期譲渡所得に

係る特別控除を差し引いた金額。 

※基準額は、年額70,763円。（保険料は100円未満切捨て。） 
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なお、介護保険料の所得段階と所得段階別第１号被保険者の推計値は以下のとおりです。 

（
基
準
値
×
）

2.10 
             2.10 

2.00 
            2.00  

1.90 
           1.90   

1.70 
          1.70    

1.50 
         1.50     

1.30 
        1.30      

1.20 
       1.20       

1.00 
      1.00        

0.90 
     0.90         

0.75 0.75 

0.70 

0.66 0.66 

0.50 
0.50 

0.30 

    第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階 第９段階 第 10段階第 11段階第 12段階

生
活
保
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税
世
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で
年
金
収
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合
計
８
０
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０
万
円
を
超
え
て
１
２
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「
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」
「
第
２
段
階
」
以
外
の
方

本
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年
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収
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等
合
計
８
０
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以
下
）
の
方

世
帯
内
に
市
民
税
課
税
者
が
お
り
、
本
人
が
市
民
税
非
課
税
者
で

「
第
４
段
階
」
以
外
の
方

本
人
が
市
民
税
課
税
者
で
合
計
所
得
金
額
が
年
間
１
２
０
万
円
未
満

の
方

本
人
が
市
民
税
課
税
者
で
合
計
所
得
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額
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年
間
１
２
０
万
円
以
上

２
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方

本
人
が
市
民
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課
税
者
で
合
計
所
得
金
額
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年
間
２
１
０
万
円
以
上

３
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本
人
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市
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で
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間
３
２
０
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以
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３
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本
人
が
市
民
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で
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計
所
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３
５
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５
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６
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０
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民
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で
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間
６
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０
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の
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第
１
号
被
保
険
者
推
計

所
得
段
階
別

令和３年度 12,214人 4,842 人 4,684 人 5,870 人 4,596人 6,684 人 6,100 人 2,977 人 630 人 897 人 207人 604人

令和４年度 12,284人 4,870 人 4,710 人 5,904 人 4,622人 6,722 人 6,134 人 2,994 人 633 人 902 人 208人 610人

令和５年度 12,327人 4,887 人 4,727 人 5,924 人 4,638人 6,745 人 6,156 人 3,005 人 636 人 905 人 209人 611人

比率 24.3% 9.6% 9.3% 11.7% 9.1% 13.3% 12.1% 5.9% 1.3% 1.8% 0.4% 1.2%

本人非課税 本人課税 

公費による保険料軽減
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（４）低所得者減免の設定 

低所得者の負担軽減として行ってきた本市独自の減免は、第８期においても引き続き実

施します。 

対象所得段階 第１段階以外の所得段階 

免除割合 ３分の１（ただし、第１段階の保険料を下限とする） 

減
免
対
象
基
準

収入要件 世帯の年間収入から当該年度の介護保険料を控除した額が、一人世帯

140 万円、二人世帯 200 万円、以降一人増えるごとに 60 万円を加算し

た額以下であること 

預貯金の保有 世帯の預貯金が、一人世帯140万円、二人世帯200万円、以降 

一人増えるごとに60万円を加算した額以下であること 

資産の保有 世帯の居住用以外の不動産を所有している場合は、固定資産税の 

評価額の合算額が100万円以下であること 

扶養条件 別世帯課税者に扶養（税、健康保険）されていないこと 

その他 介護保険料を滞納していないこと 

※減免対象基準のすべてに該当した場合に保険料が減免になります。

（５）第２号被保険者の保険料 

40 歳から 65 歳未満の第２号被保険者の介護保険料は、医療保険者が医療保険料と一括

して徴収し、社会保険診療報酬支払基金から介護保険料の保険者である各市町村に介護給

付費の 27％が交付金として支払われます。 

第２号被保険者が各医療保険者に支払う介護保険料は、加入している医療保険によって

異なります。 
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第７章 計画推進のために 

１ 計画の推進体制 

（１）庁内関係部署の連携 

本市が取り組む様々な事業の展開に当たっては、中長期的な「高齢者福祉」の視点を持ち、

庁内の関係部署が幅広く連携を取って各種事業を計画的・総合的に展開するとともに、「断ら

ない相談支援」を目指し、本計画の円滑な推進を図ります。 

（２）保健・医療・福祉の連携強化 

本計画では、地域包括ケアシステムの推進及び介護保険事業の安定的・持続的な運営確保

のため、保険者機能の強化等による高齢者の自立支援や重度化防止の取組を進めていくこと

が重要です。 

これらの取組を着実に推進していくため、ＰＤＣＡサイクルを活用して、取組目標に対す

る実績評価を行い、必要に応じて改善していくこととします。 

（３）地域関係機関等との連携 

共に支え合う地域社会の実現に向けて、地域福祉の推進役として位置付けられる社会福祉

協議会をはじめとして、民生委員児童委員、老人クラブ、ボランティア団体、ＮＰＯなどを

支援するとともに、主体的な地域福祉活動の支援、連携を一層強化する中で、本計画の推進

を図っていきます。 

（４）市民との協働 

公的なサービスとともに、あらゆる市民が参画する住民による福祉活動等の取組に向けて、

「自助・共助・互助・公助」のバランスに配慮しながら、市民との協働を進めていきます。 

２ 計画の進行管理 

（１）介護保険事業等運営委員会 

関係団体の代表者、市民代表により構成される介護保険事業等運営委員会を開催し、給付

実績や調査結果の分析を基に事業の進行管理、及び評価に対する意見をいただき、制度運営

に反映させます。 

（２）地域包括支援センター運営協議会 

地域包括支援センターの公正・中立性の確保、その他センターの円滑な運営を図るため、

地域の関係団体等で構成する地域包括支援センター運営協議会を設置します。 

また、この協議会は地域密着型サービス運営協議会を兼ねており、地域密着型サービスの

適正配置等の協議を行います。 


